
（様式Ｄ）
（日本工業規格Ａ４）

\ 貸 借 対 照 表
年 月 日現在

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

現 金 ・ 預 金 借 入 金

前 払 金 前 受 金

前 払 費 用 前 受 収 益

未 収 入 金 未 払 金

未 収 収 益 未 払 費 用

有 価 証 券 そ の 他

建 物

器 具 ・ 備 品

土 地

そ の 他

事 業 主 借

事 業 主 貸 元 入 金

合 計 合 計

] 損 益 計 算 書
自 年 月 日
至 年 月 日

科 目 金 額

収 入 金 額 千円

手 数 料

受 取 利 息

有 価 証 券 売 却 益

租 税 公 課

通 信 交 通 費

調 査 研 究 費

広 告 宣 伝 費

地 代 ・ 家 賃

そ の 他

差引金額（収入金額`経費）

そ の 他

経 費

給 料 ・ 賃 金
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（注意事項）

１ 貸借対照表

イ 貸倒引当金…流動資産又は投資等に対する控除項目として、一括して記載すること。

ロ 有形固定資産、無形固定資産及び繰延資産…当該資産を示す名称を付した科目をもって記

載すること。

ハ 引当金…当該引当金又は準備金を示す名称を付した科目をもって記載すること。

ニ 任意積立金…当該積立金の設定目的を示す名称を付した科目をもって記載すること。

ホ 外国法人については、「資本金」とあるのは「持込資本金（法第29条の２第１項第２号に規

定する持込資本金をいう。）と読み替えるものとする。

ヘ 外国法人（第一種金融商品取引業を行う外国法人に限る。）については、「資本剰余金」とあ

るのは「損失準備金」と読み替えるものとする。

２ 損益計算書

特別利益又は特別損失については、それらを示す名称を付した科目をもって記載すること。

３ 株主資本等変動計算書

イ 各項目について期中における変動がない場合には、「当期首残高及び当期末残高」のみを表

示することができる。

ロ その他利益剰余金及び評価・換算差額等については、それらの内訳科目の当期首残高、当

期変動額及び当期末残高の各金額を注記により表示することができる。この場合、その他利

益剰余金及び評価・換算差額等の当期首残高、当期変動額及び当期末残高の各合計額を株主

資本等変動計算書に記載する。

ハ 各合計額の記載は省略することができる。

ニ 株主資本の各項目について表中の変動事由以外の変動事由に基づく当期変動額があるとき

は、当該変動事由及び当期変動額についても記載すること。また、株主資本以外の各項目は、

変動事由ごとにその金額を記載することができる。これらの場合、株主資本等変動計算書又

は注記により表示することができる。š
š
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